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公益社団法人全国助産師教育協議会定款 

 

第１章 総 則 

 

（名称） 

第１条 この法人は、公益社団法人全国助産師教育協議会（以下、本会という）と称する。 

 

（主たる事務所） 

第２条 本会は、主たる事務所を東京都文京区音羽一丁目19番18号東京都助産師会館2階に置く。 

 

（目的） 

第３条 本会は、全国の助産師教育の向上と発展を図り、これにより女性・母子とその家族及び社

会に貢献することを目的とする。 

 

（規律） 

第４条 本会は、別に定める倫理規定の理念と規範に則り、事業を公正かつ適正に運営し、前条に

掲げる公益目的の達成に努めるものとする。 

 

（公益目的事業） 

第５条 本会は、第３条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

  （１）助産師教育の質の向上に関する事業 

  （２）助産師教育の環境整備に関する事業 

  （３）助産師教育関係者のための研修事業 

  （４）助産師教育の評価・認定に関する事業 

  （５）助産教育機関相互の協力と連携 

  （６）国内外の関連団体との協力と連携 

  （７）女性・母子とその家族の健康と福祉に貢献するための社会活動 

  （８）その他目的を達成するために必要な事業 

  ２ 前項の事業については、全国において行うものとする。 

 

（事業年度） 

第６条 本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

第２章 会 員 

 

（種別） 

第７条 本会の会員は、次の４種とし、正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法

律（以下、「一般社団・財団法人法」という）上の社員とする。 

  （１）正 会 員 助産師養成課程を有し、本会の目的に賛同して入会した団体 

  （２）個人会員 助産師資格を有し、本会の目的に賛同して入会した個人 

  （３）賛助会員 本会の事業を賛助するため入会した団体 

  （４）名誉会員 本会に功労のあった者又は学識経験者で社員総会において推薦され理事会で

承認を得た者 

 

（入会） 

第８条 正会員、個人会員、または賛助会員として入会しようとする者は、理事会が別に定める入

会申込書により、申し込まなければならない。 
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  ２ 入会は、理事会においてその可否を決定し、これを本人に通知するものとする。 

  ３ 前項において「本人」とは、以下の者をいう。 

  （１）申込者が、正会員としての入会を申し込んだ団体であるとき、当該団体が代表者として

本会に届け出た者（以下、「機関代表者」という） 

  （２）申込者が、個人会員としての入会を申し込んだ個人であるとき 当該個人 

  （３）申込者が、賛助会員としての入会を申し込んだ団体であるとき 当該団体が代表者とし

て本会に届け出た者 

 

（会費） 

第９条 正会員は、社員総会において別に定める会費を納入しなければならない。 

  ２ 個人会員は、社員総会において別に定める会費を納入しなければならない。 

  ３ 賛助会員は、社員総会において別に定める賛助会費を納入しなければならない。 

  ４ 会費の金額については、社員総会の議決により会員規程に定める。 

 

（会員の資格喪失） 

第１０条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。 

  （１）退会したとき。 

  （２）個人である会員が死亡したとき、法人である会員が解散したとき、または団体である会

員が消滅したとき。 

  （３）２年以上会費を滞納した後、本会から督促があっても１か月間滞納金額の納付がないと

き。 

  （４）除名されたとき。 

  （５）総正会員の同意があったとき。 

 

（退会） 

第１１条 正会員、個人会員及び賛助会員は、理事会が別に定める退会届を提出して、任意に退会

することができる。 

 

（除名） 

第１２条 会員が次の各号の一に該当する場合には、社員総会において、総正会員の半数以上であ

って、総正会員の議決権の３分の２以上の議決に基づき、除名することができる。この場

合、その会員本人に対し、社員総会の１週間前までに、理由を付して除名する旨の通知を

なし、社員総会において、その会員が議決の前に弁明する機会を与えなければならない。 

   （１）本会の定款又は規則に違反したとき。 

   （２）本会の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

   （３）その他の正当な事由があるとき。 

   ２ 前項により除名が議決されたときは、その会員本人に対し、通知するものとする。 

 

（会員資格喪失に伴う権利及び義務） 

第１３条 会員が第１０条の規定によりその資格を喪失したときは、本会に対する会員としての権

利を失い、義務を免れる。ただし、未履行の義務は、これを免れることができない。 

   ２ 本会は、会員がその資格を喪失しても、既納の会費及びその他の拠出金品は、これを返

還しない。 

 

第３章 役員等 

 

（種類及び定数） 

第１４条 本会に、次の役員を置く。 
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    理事 ５名以上１０名以内 

    監事 ２名以内 

   ２ 理事のうち、１名を会長とし、２名以内を副会長とする。 

 

（選任等） 

第１５条 理事及び監事は、社員総会において各々選任する。 

   ２ 会長、副会長は、理事の中から理事会において選定する。 

   ３ 監事は、本会の理事若しくは使用人を兼ねることができない。 

   ４ 理事のうち、理事のいずれか１名とその配偶者又は３親等内の親族その他公益社団法人

及び公益財団法人の認定等に関する法律施行令（以下「公益認定法施行令」という。）第

４条で定める特別の関係にある者の合計数は、理事総数の３分の１を超えてはならない。

監事についても、同様とする。 

   ５ 他の同一の団体の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密接な関係にあ

るものとして公益認定法施行令第５条で定める者である理事の合計数は、理事の総数の

３分の１を超えてはならない。監事についても、同様とする。 

   ６ 理事又は監事に異動があったときは、２週間以内に登記申請しなければならない。 

   ７ 理事及び監事の選任候補者は、別に定める役員選挙管理規程によって選出する。 

 

（理事の職務・権限） 

第１６条 理事は、理事会を構成し、この定款の定めるところにより、本会の業務の執行を決定す

る。 

   ２ 会長をもって一般社団・財団法人法上の代表理事とし、会長が本会を代表し、その業務

を執行する。 

   ３ 副会長をもって一般社団・財団法人法上の業務執行理事とし、副会長は会長を補佐し、

本会の業務を執行する。 

   ４ 理事は、一般社団・財団法人法上の業務執行理事とし、会長及び副会長を補佐し、理事

会で定める分担に従って、本会の業務を執行する。また、会長若しくは副会長に事故が

あるとき、又は会長若しくは副会長が欠けたときは、理事会において、会長又は副会長

を選定する。 

    

（監事の職務・権限） 

第１７条 監事は、次に掲げる職務を行う。 

   （１）理事の職務執行の状況を監査すること。 

   （２）本会の業務並びに財産及び会計の状況を監査すること。 

   （３）社員総会及び理事会に出席し、必要あると認めるときは意見を述べること。 

   （４）理事が不正の行為をし、若しくはその行為をするおそれがあると認めるとき、又は法

令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、こ

れを理事会に報告すること。 

   （５）前号の報告をする必要があるときは、会長に理事会の招集を請求すること。ただし、

その請求の日から ５日以内に、その請求の日から ２週間以内の日を理事会とする招

集通知が発せられない場合は、直接理事会を招集すること。 

   （６）理事が社員総会に提出しようとする議案、書類その他法令で定めるものを調査し、法

令若しくは定款に違反し、又は著しく不当な事項があると認めるときは、その調査の

結果を社員総会に報告すること。 

   （７）理事が本会の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反するおそれがある場

合において、その行為によって本会に著しい損害が生じるおそれがあるときは、その

理事に対し、その行為をやめることを請求すること。 

   （８）その他監事に認められた法令上の権限を行使すること。 
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（任期） 

第１８条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時社

員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。但し、連続して３期までとする。 

   ２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時社

員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。但し、連続して２期までとする。 

   ３ 補欠又は増員により選任された理事の任期は前任者又は現任者の残任期間とする。 

   ４ 補欠により選任された監事の任期は前任者の残任期間とする。 

   ５ 役員は、第 14 条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任

した後も、新たに選任された者が就任するまでは、役員としての権利義務を有する。 

 

（解任） 

第１９条 役員を、社員総会において解任することができる。ただし、監事を解任する場合は、総

正会員の半数以上であって、総正会員の議決権の３分の２以上の議決に基づいて行わなけ

ればならない。 

 

（報酬等） 

第２０条 役員は無報酬とする。ただし、常勤の役員には報酬を支給することができる。その額に

ついては、別に定める役員等の報酬規程による。 

   ２ 役員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

 

（取引の制限） 

第２１条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合は、その取引について重要な事実を開示し、

理事会の承認を得なければならない。 

   （１）自己又は第三者のためにする本会の事業の部類に属する取引 

   （２）自己又は第三者のためにする本会との取引 

   （３）本会がその理事の債務を保証することその他理事以外の者との間における本会とその

理事との利益が相反する取引 

   ２ 前項の取引をした理事は、その取引の重要な事実を遅滞なく、理事会に報告しなければ

ならない。 

 

（名誉会長、顧問及び幹事） 

第２２条 本会に、任意の機関として名誉会長及び若干名の顧問、幹事を置くことができる。 

   ２ 名誉会長、顧問及び幹事は、会員又は会員である団体の構成員の中から、理事会におい

て選任する。 

   ３ 名誉会長、顧問及び幹事は、無報酬とする。ただし、その職務を行うために要する費用

の支払いをすることができる。 

 

（名誉会長、顧問及び幹事の職務） 

第２３条 名誉会長及び顧問は、会長の諮問に応え、本会に対し意見を述べることができる。 

   ２ 幹事は、理事の通常業務を補佐する。 

 

第４章 社員総会 

 

（種類） 

第２４条 本会の社員総会は、定時社員総会及び臨時社員総会の２種とする。 

 

（構成） 
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第２５条 社員総会は、正会員をもって構成する。 

   ２ 社員総会における議決権は、正会員１団体につき２個とする。 

   ３ 正会員は、その有する議決権を統一しないで行使することができる。 

 

（権限） 

第２６条 社員総会は、一般社団・財団法人法に規定する事項並びにこの定款で定める事項を議決

する。社員総会は、次の事項を議決する。 

   （１）役員の選任及び解任 

   （２）定款の変更 

   （３）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の承認 

   （４）会費の金額 

   （５）会員の除名 

   （６）解散 

   （７）合併、事業の全部又は一部の譲渡及び公益目的事業の全部の廃止 

   （８）理事会において社員総会に付議した事項 

   （９）本会運営上の重要事項として理事会において社員総会に付議した事項 

   （１０）前各号に定めるもののほか、法令又はこの定款に定める事項 

   ２ 前項にかかわらず、個々の社員総会において第２８条第４項の書面に記載した目的以外

の事項は、議決することができない。ただし、一般社団・財団法人法第５５条第 １項若

しくは第２項に規定する者の選任については、この限りではない。 

 

（開催） 

第２７条 定時社員総会は理事会の決議に基づき会長が招集し、毎年１回、毎事業年度終了後３ケ

月以内に開催する。 

   ２ 臨時社員総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

   （１）理事が必要と認め、理事会に招集の請求をしたとき。 

   （２）議決権の１０分の１以上を有する正会員から、会議の目的である事項及び招集の理由

を記載した書面により、招集の請求が会長にあったとき。 

 

（招集） 

第２８条 社員総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき、会長が招集

する。 

   ２ すべての正会員の同意がある場合には、その招集手続を省略することができる。ただし、

社員総会に出席しない正会員が書面又は電磁的方法によって議決権を行使することがで

きることとするときは、この限りではない。 

   ３ 会長は、前条第２項第２号の規定による請求があったときは、その日から６週間以内の

日を社員総会の日とする臨時社員総会の招集の通知を発しなければならない。 

   ４ 社員総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をも

って、開催日の１週間前までに通知しなければならない。ただし、社員総会に出席しな

い正会員が書面又は電磁的方法によって議決権を行使することができることとするとき

は、２週間前までに通知しなければならない。 

 

（議長） 

第２９条 社員総会の議長は、その社員総会において、出席正会員の機関代表者の中から選出する。 

 

（定足数） 

第３０条 社員総会は、総正会員の議決権の過半数を有する正会員の出席がなければ開催すること

ができない。 
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（議決） 

第３１条 社員総会の議事は、一般社団・財団法人法第４９条第２項に規定する事項及びこの定款

に特に規定するものを除き、総正会員の議決権の過半数を有する正会員が出席し、出席し

た正会員の議決権の過半数をもって決する。 

 

（議事録） 

第３２条 社員総会の議事については、法令で定めるところにより次の事項を記載した議事録を作

成しなければならない。 

   （１）日時及び場所 

   （２）正会員の現在員数及び出席者数（書面又は電磁的方法による表決者及び表決委任者の

場合にあっては、その旨を付記すること。） 

   （３）審議事項及び議決事項 

   （４）議事の経過の概要及びその結果 

   （５）議事録署名人の選任に関する事項 

   （６）その他法令で定める事項 

 

（社員総会規則） 

第３３条 社員総会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、社員総会

において定める社員総会規則による。 

 

第５章 理事会 

 

（構成） 

第３４条 本会に理事会を置く。 

   ２ 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

 

（権限） 

第３５条 理事会は、次の職務を行う。 

   （１）社員総会の日時及び場所並びに議事に付すべき事項の決定 

   （２）規則の制定、変更及び廃止に関する事項 

   （３）前各号に定めるもののほか本会の業務執行の決定 

   （４）理事の職務の執行の監督 

   （５）会長、副会長の選定及び解職 

   （６）会員の入会の可否 

   （７）その他法令に定めのある事項 

   ２ 理事会は次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を、理事に委任することができ

ない。 

   （１）重要な財産の処分及び譲受け 

   （２）多額の借財 

   （３）重要な使用人の選任及び解任 

   （４）内部管理体制の整備（理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他本会の業務の適正を確保するために必要な法令で定める体制の整備） 

 

（種類、開催及び会長の報告義務） 

第３６条 理事会は、通常理事会及び臨時理事会の２種とする。 

   ２ 通常理事会は、毎事業年度４回以上開催する。 

   ３ 臨時理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 
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   （１）会長が必要と認めたとき。 

   （２）会長以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって会長に招集の請求

があったとき。 

   （３）前号の請求があった日から５日以内に、その日から２週間以内の日を理事会の日とす

る理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした理事が招集したとき。 

   （４）第１７条第１項第５号の規定により、監事から、会長に招集の請求があったとき、又

は監事が招集したとき。 

（５）会長及び業務執行理事は、毎事業年度ごとに４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の

職務の執行状況を理事会に報告しなければならない。 

 

（招集） 

第３７条 理事会は、会長が招集する。ただし、前条第３項第３号により理事が招集する場合及び

前条第３項第４号により監事が招集する場合を除く。 

   ２ 会長は、前条第３項第２号に該当する場合は、その日から２週間以内に臨時理事会を招

集しなければならない。 

   ３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもっ

て、開催日の１週間前までに、各理事及び監事に対して通知しなければならない。 

 

（議長） 

第３８条 理事会の議長は、会長がこれに当たる。 

 

（議決） 

第３９条 理事会の議事は、この定款に別段の定めがあるもののほか、議決に加わることができる

理事の過半数が出席し、出席した理事の過半数をもって決する。 

 

（決議の省略） 

第４０条 理事が、理事会の決議の目的である事項について提案した場合において、その提案につ

いて、議決に加わることのできる理事の全員が書面又は電磁的方法により同意の意思表示

をしたときは、その提案を可決する旨の理事会の議決があったものとみなす。ただし、監

事が異議を述べたときは、その限りではない。 

 

（議事録） 

第４１条 理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成し、出席した会長及

び監事は、これに署名・押印しなければならない。 

 

第６章 財産及び会計 

 

（財産の管理・運用） 

第４２条 本会の財産の管理・運用は、会長又は財務担当執行理事が行うものとする。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第４３条 本会の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類につい

ては、毎事業年度開始日の前日までに会長が作成し、理事会の承認を受けなければならな

い。これを変更する場合も、同様とする。 

   ２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間据え置き、

一般の閲覧に供するものとする。 

 

（事業報告及び決算） 
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第４４条 本会の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が次の書類を作成し、監

事の監査を受けた上で、理事会の決議を経て、社員総会の承認を受けなければならない。 

   （１）事業報告 

   （２）事業報告の附属明細書 

   （３）貸借対照表 

   （４）損益計算書（正味財産増減計算書） 

   （５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

   （６）財産目録 

   ２ 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間据え置き、一般の閲覧に供する

とともに、定款及び社員名簿を主たる事務所に据え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

   （１）監査報告 

   （２）理事及び監事の名簿 

   （３）理事及び監事の報酬等の支給の基準を記載した書類 

   （４）運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記載

した書類 

 

（公益目的取得財産残額の算定及び剰余金の処分制限） 

第４５条 会長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則（以下「公益認

定法施行規則」という。）第４８条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日にお

ける公益目的取得財産残額を算定し、前条第２項第４号の書類に記載するものとする。 

   ２ 本会は社員その他の者に対し、剰余金の分配をすることはできない。 

   ３ 社員に剰余金を分配する社員総会の決議は無効とする。 

 

第７章 定款の変更、合併及び解散等 

 

（定款の変更） 

第４６条 この定款は、社員総会において、総正会員の半数以上であって、総正会員の議決権の３

分の２以上の議決により変更することができる。 

 

（合併等） 

第４７条 本会は、あらかじめ公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（以下「公益

認定法」という。）公益認定法第２４条第１項に規定する届出をし、又は公益認定法第２５

条に規定する認可を受けた上で、社員総会において、総正会員の半数以上であって、総正

会員の議決権の３分の２以上の議決により、他の一般社団・財団法人法上の法人との合併、

事業の全部又は一部の譲渡及び公益目的事業の全部の廃止をすることができる。 

 

（解散） 

第４８条 本会は、一般社団・財団法人法第１４８条第１号から第２号及び第４号から第７号まで

に規定する事由によるほか、社員総会において、総正会員の半数以上であって、総正会員

の議決権の３分の２以上の議決により解散することができる。 

 

（公益目的取得財産残額の贈与） 

第４９条 本会が公益認定の取消しの処分を受けた場合、又は合併により消滅する場合（その権利

義務を承継する法人が公益法人であるときを除く）において、公益認定法第３０条第２項

に規定する公益目的取得財産残額があるときは、これに相当する額の財産を１ケ月以内に、

社員総会の議決により本会と類似の事業を目的とする、公益認定法第５条第１７号に掲げ

る法人（以下「公益法人等」という）又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 
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（残余財産の処分） 

第５０条 本会が解散等により清算するときに有する残余財産は、社員総会の議決により本会と類

似の事業を目的とする他の公益法人等又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

第８章 委員会 

 

（委員会） 

第５１条 本会の事業を推進するために必要のあるときは、理事会はその議決により、委員会を設

置することができる。 

   ２ 委員会の委員は、会員及び学識経験者のうちから、理事会が選任する。 

   ３ 委員会の任務、構成並びに運営に関し必要な事項は、運営規定を理事会の議決により別

に定める。 

 

第９章 事務局 

 

（設置等） 

第５２条 本会の事務を処理するため、事務局を設置する。 

   ２ 事務局の重要な職員は、会長が理事会の承認を得て任免する。 

 

（備付け帳簿及び書類） 

第５３条 主たる事務所には、常に次に掲げる一般の閲覧に供する帳簿及び書類を備えておかなけ

ればならない。 

   （１）定款 

   （２）会員名簿及び会員の異動に関する書類 

   （３）理事、監事及び職員の名簿並びに履歴書 

   （４）認定、許可、認可等及び登記に関する書類 

   （５）定款に定める機関（理事会及び総会）の議事に関する書類 

   （６）財産目録 

   （７）理事及び監事の報酬等の支給の基準を記載した書類 

   （８）事業計画書及び収支予算書 

   （９）事業報告書及び収支計算書等の計算書類 

   （１０）監査報告書 

   （１１）その他法令で定める帳簿及び書類 

   （１２）官公署往復書類  

   ２ 前項各号の帳簿及び書類等の閲覧については、法令の定めによるとともに、第５４条第

２項に定める情報公開規程によるものとする。 

 

第１０章 情報公開及び個人情報の保護 

 

（情報公開） 

第５４条 本会は、公正で開かれた活動を推進するため、その活動状況、運営内容、財務資料等を

積極的に公開するものとする。 

   ２ 情報公開に関する必要な事項は、理事会の議決により別に定める情報公開規程による。 

 

（個人情報の保護） 

第５５条 本会は、業務上知り得た個人情報の保護に万全を期すものとする。 

   ２ 個人情報の保護に関する必要な事項は、理事会の議決により別に定める。 
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（公告） 

第５６条 本会の公告は、電子公告により行う。 

 

第１１章 補則 

 

（委任） 

第５７条 この定款に定めるもののほか、本会の運営に必要な事項は、理事会の議決により別に定

める。 

 

附則 

  １ この定款は、平成２１年６月５日から施行する。 

  ２ 本会の設立時理事は、第１５条第１項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

 宇都宮温子 江幡芳枝  恵美須文枝 太田 操  我部山キヨ子 茅島江子  

北川眞理子 熊澤美奈好 近藤潤子  佐藤喜美子 島田啓子  島田真理恵 

 下見千恵  髙田昌代  灘 久代   平澤美惠子 平田伸子  真鍋えみ子 

 村上明美  吉留厚子 

その任期は、第１８条第１項の規定にかかわらず、設立後２年内に終了する最終の事業年

度に関する定時社員総会の終結の時までとする。 

  ３ 本会の設立時監事は、第１５条第１項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

     小田切房子 丸山知子 

    その任期は、第１８条第２項の規定にかかわらず、設立後４年内に終了する最終の事業年

度に関する定時社員総会の終結の時までとする。 

  ４ 本会の設立初年度の事業計画及び予算は、第４３条の規定にかかわらず、設立総会の定め

るところによる。 

  ５ 本会の設立時正会員は、次のとおりとする。 

   住所名称 

東京都渋谷区広尾４丁目１番３号日本赤十字看護大学 

北海道札幌市東区北十三条東 ３丁目 １番 ３０号天使大学 

  ６ 第８条の規定にかかわらず、次の者については、本会の設立登記と同時に本会の正会員と

なるものとする。 

   住所名称 

大阪府高槻市天神町 ２丁目 １番 １２号    愛仁会看護助産専門学校 

愛知県名古屋市港区千鳥 １丁目 １３番 ２２号 愛知県医師会立名古屋助産師学院 

愛知県名古屋市守山区上志段味東谷       愛知県立大学 

秋田県大館市清水 ２丁目 ３番 ４号      秋田看護福祉大学看護福祉学部 

秋田県横手市前郷二番町 １０番 ２号      秋田県立衛生看護学院 

愛媛県伊予郡砥部町高尾田 ５４３番地     愛媛県立医療技術大学保健科学部 

北海道旭川市緑が丘東 ２条 １丁目 １番 １号  旭川医科大学医学部 

長野県飯田市松尾代田 ６１０番地       飯田女子短期大学 

宮城県岩沼市里の杜 ３丁目 ５番 ２１号    医療法人社団スズキ病院附属助産学校 

茨城県稲敷郡阿見町阿見 ４６６９番地 ２    茨城県立医療大学保健医療学部 

茨城県笠間市鯉淵 ６５２８          茨城県立中央看護専門学校 

岩手県岩手郡滝沢村大釜千が窪 １４番 １号   岩手看護短期大学 

岩手県岩手郡滝沢村滝沢字巣子 １５２番 ５２号 岩手県立大学看護学部 

大分県大分市廻栖野 ２９４４番 ９号      大分県立看護科学大学看護学部 

大阪府大阪市住之江区東加賀屋１丁目２番 16号 大阪市立助産師学院 

大阪府吹田市山田丘 １丁目 ７番        大阪大学 

岡山県岡山市鹿田町 ２丁目 ５番 １号     岡山大学医学部 
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沖縄県那覇市与儀 １丁目 ２４番 １号     沖縄県立看護大学 

香川県高松市牟礼町原 ２８１番地 １      香川県立保健医療大学保健医療学部 

鹿児島県鹿児島市田上八丁目 ２１番 ３号    鹿児島医療福祉専門学校 

鹿児島県薩摩川内市天辰町 ２３６５      鹿児島純心女子大学看護栄養学部 

鹿児島県鹿児島市桜ヶ丘八丁目３５－１     鹿児島大学医学部 

神奈川県横須賀市平成町 １丁目 １０番 １号  神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部 

石川県河北郡内灘町大学 １番 １号       金沢医科大学看護学部 

石川県金沢市小立野 ５丁目 １１番 ８０号   金沢大学 

千葉県鴨川市東町 １３４３番 ２号       亀田医療技術専門学校 

岡山県倉敷市松島 ２８８番地         川崎医療福祉大学 

岐阜県関市市平賀字長峰 ７９５番地 １号    岐阜医療科学大学 

岐阜県岐阜市野一色 ４丁目 １１番 ２号    岐阜県立衛生専門学校 

岐阜市柳戸１番１号              岐阜大学医学部 

福岡県福岡市中央区地行浜１丁目８番 １号   九州医療ｾﾝﾀｰ附属福岡看護助産学校 

熊本県玉名市富尾 ８８８番地         九州看護福祉大学看護福祉学部 

福岡県福岡市東区馬出 ３丁目 １番 １号    九州大学医学部 

京都府京都市伏見区深草向畑町１丁目１番    京都医療ｾﾝﾀｰ附属京都看護助産学校 

京都府京都市左京区聖護院川原町 ５３     京都大学医学部 

京都府京都市上京区清和院口寺町東入中御霊町 410  京都府立医科大学医学部 

東京都三鷹市新川 ６丁目 ２０番 ２号     杏林大学保健学部 

群馬県みどり市笠懸町阿左美 ６０６番 ７号   桐生大学短期大学部 

大阪府大阪狭山市大野東 １０２番 １号     近畿大学附属看護専門学校 

兵庫県姫路市大塩町 ２０４２番 ２号      近大姫路大学看護学部 

熊本市和泉町 ３２５              熊本保健科学大学 

群馬県前橋市昭和町 ３丁目 ３９番 ２２号    群馬大学医学部 

広島県三原市学園町 １番 １号         県立広島大学助産学専攻科 

兵庫県神戸市西区学園西町 ３丁目 ４番地    神戸市看護大学助産学専攻科 

兵庫県神戸市東灘区森北町 ６丁目 ２番 ２３号  甲南女子大学看護ﾘﾊﾋﾞﾘｰﾃｰｼｮﾝ学部 

栃木県大田原市北金丸 ２６００番 １号     国際医療福祉大学大学院 

群馬県高崎市問屋町 ４丁目 ８番 １１号     高崎市医師会立高崎助産師学院 

埼玉県入間郡毛呂山町毛呂本郷 ３８      埼玉医科大学短期大学 

佐賀県佐賀市兵庫南三丁目 ７番 １７号     佐賀県立総合看護学院 

長野県佐久市岩村田２３８４          佐久大学 

滋賀県大津市瀬田月輪町            滋賀医科大学医学部 

滋賀県彦根市八坂町 ２５００         滋賀県立大学人間看護学部 

静岡県静岡市駿河区谷田 ５２番 １号      静岡県立大学看護学部 

東京都荒川区東尾久 ７丁目 ２番 １０号     首都大学東京健康福祉学部 

千葉県浦安市高洲 ２丁目 ５番 １号       順天堂大学医療看護学部 

神奈川県横浜市緑区十日市場町 １８６５     昭和大学保健医療学部 

長野県松本市旭 ３丁目 １番 １号        信州大学医学部 

福岡県北九州市小倉北区井堀 １丁目 ３番 ５号  西南女学院大学 

大阪府大阪市天王寺区細工谷 １丁目 ３番 １８号聖バルナバ助産師学院 

東京都新宿区下落合 ４丁目 １６番 １１号   聖母大学看護学部 

福岡県久留米市津福本町 ４２２         聖マリア学院大学看護学部 

静岡県浜松市北区三方原町３４５３       聖隷クリストファ－大学助産学専攻科 

東京都中央区明石町１０番 １号        聖路加看護大学大学院 

宮城県仙台市宮城野区宮城野二丁目８番８号    仙台医療ｾﾝﾀｰ附属仙台看護助産学校 

兵庫県尼崎市南塚口町 ７丁目 ２９番 １号   園田学園女子大学人間健康学部 



12 

 

千葉県千葉市中央区花輪町 １１１       千葉県医療技術大学校 

大阪府吹田市藤白台 ５丁目 ２５番 １号    千里金蘭大学看護学部 

茨城県つくば市天王台 １丁目 １番 １号        筑波大学医学専門学群 

東京都板橋区加賀 ２丁目 １１の １      帝京大学医療技術学部 

千葉県市原市ちはら台西 ６丁目 １９番地    帝京平成看護短期大学 

千葉県市原市潤井戸 ２２８９         帝京平成大学ヒューマンケア学部 

奈良県天理市別所町 ８０番 １号        天理看護学院 

大分県豊後大野市三重町内田 ４０００番地 １号 藤華医療技術専門学校 

東京都目黒区東が丘 ２丁目 ５番 １号     東京医療ｾﾝﾀｰ附属東が丘看護助産学校 

東京都新宿区河田町 ８番 １号         東京女子医科大学看護学部 

東京都文京区本郷 ７丁目 ３番 １号      東京大学医学部 

東京都大田区大森西４丁目 １６番 ２０号    東邦大学医学部 

宮城県仙台市青葉区星陵町 ２-１        東北大学医学部 

徳島県徳島市蔵本町 ３丁目 １８番地の １５    徳島大学 

徳島県徳島市寺島本町東 １丁目 ８       徳島文理大学保健福祉学部 

富山県富山市西長江 ２丁目 ２番 ７８号        富山県立総合衛生学院 

鳥取県倉吉市南昭和町 １５          鳥取県立倉吉総合看護専門学校 

鳥取県米子市西町 ８６            鳥取大学医学部 

島根県出雲市西林木町 １５１番地       島根県立大学短期大学部 

長崎県長崎市栄町 ２番 ２２号         長崎市医師会看護専門学校 

長崎県長崎市坂本 １丁目 ７番 １号      長崎大学医学部 

東京都墨田区東向島 ３丁目 １９番 １号    中林病院助産師学院 

愛知県名古屋市中区三の丸 ４丁目 １番 １号  名古屋医療ｾﾝﾀｰ附属名古屋看護助産学校 

愛知県名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄 １     名古屋市立大学大学院 

愛知県名古屋市東区葵一丁目 ４番 ７号     名古屋市立中央看護専門学校 

愛知県名古屋市東区大幸南 １丁目 １番地 ２０  名古屋大学医学部 

奈良県橿原市四条町 ８４０番地                奈良県立医科大学医学部 

新潟県新潟市北区島見町 １３９８番地     新潟医療福祉大学健康科学部 

新潟県上越市新南町 ２４０番地        新潟県立看護大学看護学部 

新潟県新潟市中央区水道町１丁目 ５９３９番地 新潟青陵大学看護福祉心理学部 

東京都渋谷区広尾 ４丁目 １番 ３号      日本赤十字看護大学大学院 

福岡県宗像市アスティ １丁目 １番地      日本赤十字九州国際看護大学看護学部 

東京都渋谷区広尾 ４丁目 １番 ３号            日本赤十字社助産師学校 

北海道北見市曙町 ６６４番地 １        日本赤十字北海道看護大学大学院 

奈良県王寺町葛下 １丁目 ７番 １７号     白鳳女子短期大学 

静岡県浜松市半田山 １丁目 ２０番 １号    浜松医科大学 

兵庫県神戸市長田区海運町 ７丁目 ４番 １３号 兵庫県立総合衛生学院 

福岡県田川市大字伊田 ４３９５        福岡県立大学看護学部 

福島県福島市光が丘 １番地          福島県立医科大学看護学部 

福島県福島市渡利字中角 ６１番地       福島県立総合衛生学院 

大阪府堺市中区東山 ５００番 ３号       ベルランド看護助産専門学校 

東京都文京区音羽 １丁目 １９番 １８号    母子保健研修ｾﾝﾀｰ助産師学校１年ｺｰｽ 

東京都文京区音羽 １丁目 １９番 １８号    母子保健研修ｾﾝﾀｰ助産師学校２年ｺｰｽ 

北海道札幌市北区北 １２条西 ５丁目      北海道大学医学部 

北海道旭川市緑が丘東三条 １丁目 １番 ２号  北海道立旭川高等看護学院 

北海道札幌市中央区南 ２条西 １５丁目     北海道立衛生学院 

宮崎県北諸県郡三股町大字長田１２５８番地１号 都城洋香看護専門学校 

埼玉県さいたま市岩槻区浮谷 ３２０      目白大学看護学部 



13 

 

山形県山形市上柳 ２６０番地         山形県立保健医療大学保健医療学部 

山口県防府市泉町 ２１番 １号         山口県立衛生看護学院 

山口県山口市桜畠 ３丁目 ２番 １号           山口県立大学看護栄養学部 

三重県四日市市萱生町 １２００                四日市看護医療大学看護学部 

沖縄県中頭郡西原町上原 ２０７                琉球大学医学部 

和歌山県和歌山市紀三井寺 ８１１番地 １       和歌山県立医科大学助産学専攻科 

和歌山県紀の川市西野山 ５０５番 １           和歌山県立高等看護学院 

 

       以上、一般社団法人全国助産師教育協議会を設立するため、この定款を作成し、設立時社

員が次に記名押印する。なお、この定款に規定のない事項は、すべて一般社団・財団法人

法その他の法令によるものとする。 

 

   附則 

    1 平成 22 年 2月 12 日一部変更 

        2  平成 23 年 2月 13 日一部変更 

    3 平成 27 年 6月 5日一部変更 

 


